
令和3年度第1回久留米市情報公開・個人情報保護審議会（定例会）会議議事予定

（令和3年4月26日（月）午前10時～ 場所：えーるピア久留米 2 0 5学習室）

1 諮問案件の審議

(I) 市民課が保有する住民基本台帳に係る情報 (15歳以上の者の情報に限る。）を安全安心推

進課が目的外利用することの公益上の必要性の有無（条例第9条第3項第4号）について

諮問機関：市民文化部市民課

利用機関：協働推進部安全安心推進課

(2) 障害者福祉課が保有する障害者支援施設及び独立行政法人国立重度知的障害者総合施設の

ぞみの園の設置する施設への入所者に関する情報、長寿支援課が保有する養護老人ホームヘの

入所者に関する情報、介護保険課が保有する特別養護老人ホーム、特定施設及び介護保険施設

への入所者に関する情報、並びにこども子育てサポートセンターが保有する妊産婦に関する情

報を保健所健康推進課が目的外利用することの公益上の必要の有無（条例第9条第3項第4号

）並びに目的外利用に係る本人通知の省略の適否（同条第4項）について

諮問機関：健康福祉部障害者福祉課、健康福祉部長寿支援課

健康福祉部介護保険課、子ども未来部こども子育てサポートセンター

利用機関：健康福祉部保健所健康推進課

(3) 検診等の受診勧奨に係る分析及び勧奨通知の作成を委託することに伴い、検診等の対象者の情

報を受託者が設置・管理するクラウドサーバとオンライン結合を行うことの公益上の必要性及び

個人の権利利益の侵害の有無（条例第10条第1項第2号）について

諮問機関：健康福祉部保健所健康推進課

2 その他
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2民市第 43 7 5号

令和 3年 3月 12日

久留米市情報公開・個人情報保護審議会会長 様
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諮問書

久留米市個人情報保護条例第24条の規定により 、下記のことについて貴審議会の意

見を求めます。

記

市民課が保有する住民基本台帳に係る情報 (15歳以上の者の情報に限る。）を安全

安心推進課が目的外利用することの公益上の必要性の有無（条例第9条第3項第4号）

について
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【諮問案件】

市民課が保有する住民基本台帳に係る情報 (15歳以上の者の情報に限る。）を安全安心推

進課が目的外利用することの公益上の必要性の有無（条例第9条第3項第4号）について

諮問機関：市民文化部市民課

利用機関し：協働推進部安全安心推進課

1 業務の概要

本市では、「みんなが安全に安心して暮らせるまちづくり」を目指し、市民、関係機

関及び関係団体と協働して、「セーフコミュニティ」活動に取り組んでいる。「セーフコ

ミュティ」活動とは、けがや事故など、安全で安心な暮らしを阻害する要因を「予防」

する取組のことである。

この「セーフコミュニティ」活動が国際基準をクリアしていると認められた場合、認

証機関（セーフコミュニティ認証センター）からの認証を受けることができる。

本市は、平成25年12月に国内で9番目、中核市や九州の自治体では初めて国際認

証を取得した。認証期間は5年であり、平成30年12月には再認証を取得している。

この取組の一環として、市民の日常生活におけるけがや事故等の発生状況等に関す

る実態を把握し、今後の市の安全•安心に関連する施策・事業の検討、推進、評価等の

基礎データとして活用するため、アンケート調査を実施することとした。

今回、このアンケート調査実施のため、市民課が保有する住民基本台帳の情報を安全

安心推進課が目的外利用することについて、お諮りするものである。

2 目的外利用する個人情報

アンケート調査は、市内在住の 15歳以上の男女2,5 0 0人を無作為抽出して実施
する。

そのため、目的外利用する個人情報は、無作為に抽出した 15歳以上の男女2,5 0 

0人分の住民基本台帳情報のうち、カナ氏名、漢字氏名、生年月日、性別、郵便番号、

住所及び小学校区である。

なお、 1 5歳未満の者（就学児に限る。）のけがや事故等に関する情報は、学校で実

施しているアンケート結果（個人情報を除く。）を活用する予定であるため、目的外利

用はしない。

3 公益上の必要性について（条例第9条第3項第4号）

アンケート調査結果は、今後の市の安全•安心に関連する施策・事業の検討、推進、

評価等の基礎データとして活用し、事業のあり方を検討するために用いることから、そ

のための的確な情報を得るため、けが、事故、認知症、虐待、 DV、防犯、災害等に関

する設問項目を設ける必要がある。
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別途実施している市民意識調査においても、日常生活におけるけがや事故等に関す

る設問項目を設ける予定ではあるが、設問数が限られており、施策・事業の検討等に必

要な情報を十分に得ることができないため、他の調査を利用することによっては、今回

のアンケート調査の目的を達成することは困難である。

また、本調査を信頼性の高いものとするためには、対象者の抽出について偏りがあっ

てはならず、無作為に抽出する必要があるため、住民基本台帳に係る個人情報を利用す

る必要がある。

これらのことから、住民基本台帳に係る情報をアンケート調査に利用することは、公

益上の必要性があると考える。

なお、当該目的外利用に係る本人通知（条例第9条第4項本文）については、アンケ

ート依頼文に住民基本台帳に係る情報を利用している旨を明記することにより行うも

のとする。

4 実施時期（目的外利用する時期）

令和3年5月1日以降
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2障福第 58 5 5号

令和 3年 3月 2 6日

久留米市情報公開・個人情報

保護審議会会長 様
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諮 問 書

久留米市個人情報保護条例第 24条の規定により、下記のことに

ついて貴審議会の意見を求めます。

記

障害者福祉課が保有する障害者支援施設及び独立行政法人国立重

度知的障害者総合施設のぞみの園の設置する施設への入所者に関す

る情報、長寿支援課が保有する養護老人ホームヘの入所者に関する

情報、介護保険課が保有する特別養護老人ホーム、特定施設及び介

護保険施設への入所者に関する情報、並びにこども子育てサポート

センターが保有する妊産婦に関する俯報を保健所健康推進課が目的

外利用することの公益上の必要の有無（条例第 9条第 3項第 4号）

並びに目的外利用に係る本人通知の省略の適否（同条第 4項）につ

いて
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【諮問案件1】

障害者福祉課が保有する障害者支援施設及び独立行政法人国立重度知的障害者総合施

設のぞみの園の設置する施設への入所者に関する情報、長寿支援課が保有する養護老人ホ

ームヘの入所者に関する情報、介護保険課が保有する特別養護老人ホーム、特定施設及び

介護保険施設への入所者に関する情報、並びにこども子育てサポートセンターが保有する

妊産婦に関する情報を保健所健康推進課が目的外利用することの公益上の必要の有無（条

例第9条第3項第4号）並びに目的外利用に係る本人通知の省略の適否（同条第4項）に

ついて

諮問機関：健康福祉部障害者福祉課、健康福祉部長寿支援課

健康福祉部介護保険課、子ども未来部こども子育てサポートセンター

利用機関：健康福祉部保健所健康推進課

1 業務の概要

特定健康診査は、平成20年度から生活習慣の予防と改善を目的に、 40歳以上の医
療保険加入者に対し、各医療保険者に実施が義務付けられている。久留米市では、久

留米市国民健康保険加入者を対象とする特定健康診査を保健所健康推進課が所管し

て実施している。平成 20年厚生労働省告示第 3号において、特定健康診査の除外対象

者が告示されたが、保健所健康推進課では、以下の除外対象者の把握ができないため、

除外対象者に関する適正な運用管理ができていない。

(I) 障害者支援施設への入所者【隙害者福祉課保有】

(2) 独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園の設圏する施設への入所

者【節害者福祉課保有】

(3) 養護老人ホームヘの入所者【長寿支援課が保有J

(4) 特別羞護老人ホームヘの入所者【介護保険課が保有】

(5) 特定施設への入所者【介護保険課が保有】

(6) 介護保険施設への入所者【介護保険課が保有J

(7) 妊産婦［こども子育てサポートセンターが保有】

毎年 9月頃に前年度の特定健康診査等の実績を園に報告（以下「法定報告」という。）

しなければならないが、例年除外対象者が反映しない状況での法定報告がなされてい

る。加えて、年度途中に実施している特定健康診査未受診者への受診勧奨についても、

年度途中に除外対象となった者を含んだ状態で受診勧奨を行っている。

2 目的外利用する個人情報

(I) 障害者支援施設への入所者の情報

住民番号、カナ氏名、漢字氏名、生年月日、住所、方書、入所施設の種別

(2)独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園の設置する施設への入所者
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の情報

住民番号、カナ氏名、漢字氏名、生年月日、住所、方書、入所施設の種別

(3) 養護老人ホームヘの入所者の情報

住民番号、カナ氏名、漢字氏名、生年月日、住所、方書、入所施設の種別

(4)特別養護老人ホームヘの入所者の情報

住民番号、カナ氏名、漢字氏名、生年月日、住所、方書、入所施設の種別

(5) 特定施設への入所者の情報

住民番号、カナ氏名、漢字氏名、生年月日、住所、方書、入所施設の種別

(6) 介護保険施設への入所者の情報

住民番号、カナ氏名、漢字氏名、生年月日、住所、方書、入所施設の種別

(7) 妊産婦の情報

住民番号、カナ氏名、漢字氏名、生年月日、住所、方書、妊娠届の届出日、出産

日

3 目的外利用することの公益上の必要性（条例第9条第3項第4号）

上記（ 1)から（7)の情報を利用することにより、特定健康診査の除外対象者を

管理することが可能となり、除外対象者を反映した適切な法定報告と、除外対象者を

除いた特定健康診査未受診者への受診勧奨が可能となる。

また、個人情報の収集において、全ての対象者から同意を得るとした場合、目的外

利用に係る情報の対象者数が、久留米市国民健康保険の特定健康診査対象者数が約 4

万 8千人と膨大な数に上ることから、事務処理に多大な時間と費用を要することとな

る。

さらに、近年の市民の個人情報への関心から、同意しない人も一定生じることが予

想される。そうした場合、除外対象者の管理が不十分なものとなる可能性があり、特

定健康診査の適正な実施という目的が達成できなくなるおそれがある。

以上から、当該事業目的を達成するためには、障害者福祉課、長寿支援課、介護保

険課並びにこども子育てサポートセンターが保有する上記2の情報を目的外利用する

公益上の必要性が認められると考える。

4 本人通知を省略することの適否について（条例第9条第4項）

前述のとおり、通知を要する対象者数が膨大であり、かつ、事務処理に多大な時間

と費用を要するため、本人通知を省略いたしたい。

5 実施時期（個人情報利用期間）

審議会承認後

，
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2健推第 17 1 0号

令和3年 3月 10日

久留米市情報公開・個人情報保護審議会会長 様
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諮 問 書

久留米市個人情報保護条例第24条の規定により、下記のことについて貴審議会の意

見を求めます。

記

検診等の受診勧奨に係る分析及び勧奨通知の作成を委託することに伴い、検診等の対

象者の情報を受託者が設置・管理するクラウドサーバとオンライン結合を行うことの公

益上の必要性及び個人の権利利益の侵害の有無（条例第 10条第 1項第2号）について
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【諮問案件】

検診等の受診勧奨に係る分析及び勧奨通知の作成を委託することに伴い、検診等の

1対象者の情報を受託者が設置・管理するクラウドサーバとオンライン結合を行うことの公

益上の必要性及び個人の権利利益の侵害の有無（条例第10条第1項第2号）について

諮問機関：健康福祉部保健所健康推進課

1 業務概要

本市では、がんをはじめとした病気の早期発見、早期治療を目的に、健康増進法第

1 9条の2の規定に基づく健康増進事業として、がん検診等（肺がん・結核検診、大

腸がん検診、胃がん検診、子宮頸がん検診、乳がん検診、前立腺がん検診、胃がんリ

スク検査、骨粗しょう症検診、生活習慣病予防健康診査及び8020歯っぴー検診）

を実施している。

また、がん検診等の他に、生活習慣の予防と改善を目的として、高齢者の医療の確

保に関する法律第20条の規定に基づく特定健康診査（以下「特定健診」という。）

も実施している。

検診等の実施期間は、がん検診等が6月から 11月まで（胃がん検診は3月まで、

8 0 2 0歯っび一検診は5月から 3月まで）、特定健診が6月から 3月までであり、

、例年、期間の中頃である 9月頃に、未受診者に勧奨通知を送付して受診を促している。

しかしながら、令和元年度受診率は、がん検診が平均 17. 2バーセント、特定健

診が39. 7パーセントと、市が掲げる目標受診率（がん検診： 3 0バーセント、特

定健診： 60パーセント）を大きく下回っている。

受診率向上という課題に対処するため、平成29年度に、例年9月頃に送付してい

る受診勧奨通知の効果を検証したところ、受診勧奨通知後の受診率は平均6. 0パー

セントしか伸びていなかったことが判明した。

受診勧奨通知が功を奏していない要因として、検診等を受診しない動機を考廊する

ことなく、全員に対して同じ文言による勧奨を行っていることが考えられる。

そこで、より効果的な受診勧奨を行うべく、業者に委託して検診等対象者の過去の

受診履歴等の分析を行い、対象者を「不健康である自覚はあるが、今の生活に幸せを

感じており、積極的に改善しようとは思っていないタイプ」、「将来病気になることを

とても心配しており、検診等に行くと怖い病気が見つかりそうだから行きたくないと

思っているタイプ」、「日々健康に気を遣っているため、病気になる心配をしておらず、

検診等に行く意義を感じていないタイプ」、「自分のことを健康だと思っており、健康

に関する情報や検診等に興味がないタイプ」等の複数のタイプに分け、それぞれのタ

イプの特徴に合わせた最も効果のあるメッセージによる個別勧奨を行うことを考え

ている。

今回、当該事業を実施するに当たり、当課が保有する対象者の個人情報を受託者に

1 2, 



オンライン結合により提供することについて、お諮りするものである。

2 提供する個人情報の内容

•本市が実施するがん検診等の対象者約 1 5万人の個人情報（別紙 1)

•本市が実施する特定健診の対象者約 4 万 5 千人の個人情報（別紙 2)
［参考】本市が実施するがん検診等（別紙3)

3 公益上の必要性について（条例第10条第1項第2号）

対象者が受診しない動機を分析することにより、未受診者のタイプごとに、受診を

促すために必要な情報をわかりやすく伝えることができる。

また、過去の検診等受診履歴を分析することで、勧奨しても全く反応しない人、勧

奨によって受診行動をとる人を抽出することができ、勧奨効果の高い順に勧奨を行う

ことが可能となる。なお、対象者のタイプ分析に基づいた受診勧奨は、他の自治体に

おいても実施されており、世田谷区においては、胃がん検診受診率が11. 4パーセ

ント向上した。

また、マーケティングや行動科学の知見を踏まえ、市民の全体的な傾向を捉えるた

め、未受診者だけでなく、対象者全員の情報を提供する必要があり、情報量が膨大な

数になる。仮に対象者の個人情報を紙媒体で提供した場合、受託者においてシステム

への入力作業に相当の時間を要するとともに、入カミスが生じる可能性が高い。その

ため、円滑かつ確実な分析の実施のためには、対象者の情報を、紙ではなく電子デー

タで受託者に提供する必要がある。

以上のことから、対象者の個人情報を、受託者が設置・管理するクラウドサーバへ

オンライン結合により提供することには公益上の必要性がある。

4 個人の権利利益を侵害するおそれについて（条例第10条第1項第2号）

受託者は、プライバシーマーク(※ 1）の付与認定を受け、国際標準規規格の ISO

27001、ISO27017(※2)を取得している事業者であり、個人情報について情報管理

に関する社内体制や規程類が整備されている。また、安全管理措置として、サーバを保

管しているデータセンターヘの入館者は最小限とし、入館の際はプロジェクトリーダ

ーと責任者の承諾を得る等の措置が講じられている。さらに、サーバを格納するラッ

クは施錠し、鍵を使用できる者を制限し、作業状況は、常時監視カメラで記録するこ

ととしている。

なお、受託者への対象者情報の提供に関しては、 LGWANのネットワークを利用

し、外部からのアクセスが遮断された閉鎖的な環境下（プライベートクラウド）で情

報を暗号化して行う予定である。

以上のことから、当該オンライン結合により個人の権利利益が侵害されるおそれは

＇ 
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ない。

※1 プライバシーマーク：一般財団法人日本情報経済社会推進協会が、個人情報の取扱

いを道切に行っていると認める事業者に対し付与するものである。プライバシーマーク

制度は、日本工業規格JISQ 15001に基づいて第三者により客観的に評価される制度で

あることから、プライバシーマークの付与を受けた事業者にとっては、法律への適合性

はもとより、自主的により高い保護レベルの個人情報保護マネジメントシステムを確立

し、運用していることを示すものとなる。

※2 ISO 27001、1S027017:情報セキュリティに関する国際標準規格。情報セキュリ

ティ全般に関するマネジメントシステム規格である ISO2700 Iの取組を ISO27017で

強化することで、クラウドサービスにも対応した情報セキュリティ管理体制を構築す

ることができる。

5 実施時期（個人情報利用期間）

令和3年5月以降
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提供するがん検診等の対象者の個人情報

(1)受診勧奨名簿

日

連番、宛名番号、小学校区、カナ氏名、漢字氏名、郵便番号、住所（住所日本語）、

住所（方書）

(2)受診者データ

宛名番号、受診日、医療機関名（または医療機関コード）、集団個別区分

(3)対象者データ

連番、宛名番号、カナ氏名、漢字氏名、生年月日、性別、郵便番号、住所（住所日

本語）、住所（方書）、住民区分、小学校区、健康保険、種類
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提供する特定健康診査の対象者の個人情報

(1)特定健診関連情報データ

①特定健診•特定保健指導受診歴データ
•特定保健指導受診歴データ

□ 

保険者番号、被保険者証記号、被保険者証番号、生年月日元号、生年月日、性別、

個人番号、データ管理番号1、年度、階層化ステップ4、利用券整理番号、保健指導

実施連番、保健指導実施年月日、保健指導実施機関番号、保健指導区分、行動変

容ステージ、保健指導コース名、初回面接の実施日付、初回面接の支援形態、初回

面接の実施時間、初回面接の実施者、継続的支援予定期間、目標腹囲、目標体重、

目標収縮期血圧、目標拡張期血圧、一日の削減目標エネルギー、一日の運動目標

エネルギー、一日の食事目標エネルギー、計画上の実施回数、計画上の支援A回数、

計画上の支援A時間、計画上の支援B回数、計画上の支援B時間、計画上のグルー

プ回数、計画上のグループ時間、計画上の電話A回数、計画上の電話A時間、計画

上のメールA回数、計画上の電話B回数、計画上の電話B時間、計画上のメールB回

数、計画上の支援Aポイント、計画上の支援Bポイント、計画上の合計ポイント、連番、

支援形態コード、支援実施年月日、支援実施時間、支援実施ポイント、支援実施者、

保健指導機関番号、保健指導機関名称、中間評価の実施日付、中間評価の支援形

態、中間評価の実施時間、中間評価の実施ポイント、中間評価の実施者、中間評価

時の腹囲、中間評価時の体重、中間評価時の収縮期血圧、中間評価時の拡張期血

圧、中間評価時の栄養・食生活、中間評価時の身体活動、中間評価時の喫煙、中間

評価の保健指導機関番号：中間評価の保健指導機関名称、評価の実施日付、支援

形態又は確認方法、評価の実施者、評価ができない確認回数、評価時の腹囲、評価

時の体重、評価時の収縮期血圧、評価時の拡張期血圧、評価時の栄養・食生活、評

価時の身体活動、評価時の喫煙、評価時の保健指導機関番号、評価時の保健指導

機関名称、実施上の実施回数、実施上の支援A回数、実施上の支援A時間、実施上

の支援B回数、実施上の支援B時間、実施上のグループ回数、実施上のグループ時

間、実施上の電話A回数、実施上の電話A時間、実施上のメールA回数、実施上の

電話B回数、実施上の電話B時間、実施上のメールB回数、実施上の支援Aポイント、

実施上の支援Bポイント、実施上の合計ポイント、禁煙指導の実施回数、継続的な支

援の終了日、脱落年月日、健診実施保険者、受診券整理番号、初回実施保険者、利

用券整理番号、最終実施保険者、初回面接実施機関名称、初回面接情報、初回面

接1の実施日付、初回面接1の支援形態、初回面接1の実施時間、初回面接1の実施

者、初回面接情報1、初回面接1保健指導機関番号、初回面接1保健指導機関名、

初回面接1継続的支援予定期間、初回面接1目標腹囲、初回面接1目標体重、初回

面接1目標収縮期血圧、初回面接1目標拡張期血圧、初回面接1一日の削減目標工
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ネルギー、初回面接1一日の運動目標エネルギー、初回面接1一日の食事目標エネ

ルギー、支援情報、中間評価情報、実績評価情報、初回未完了フラグ

•特定健診結果データ

保険者番号、広域連合番号、被保険者証記号、被保険者証番号、生年月日元号、生

年月日、性別、個人番号、データ管理番号1、受診券整理番号、健診実施年月日、健

診機関コード、身長、体重、 BMI、内臓脂肪面積、腹囲、既往歴、既往歴、自覚症状、

他覚症状、収縮期血圧、拡張期血圧、採血時間（食後）、中性脂肪（トリグリセリド）、 H

DLコレステロール、 LDLコレステロール、 non-HDLコレステロール、 GOT(AST)、

GPT(ALT)、ッ-GT(y-GTP)、血清クレアチニン、血清クレアチニン、血清クレアチニ

ン、血清クレアチニン、空腹時血糖（電位差法）、随時血糖（電位差法）、 HbAlc

(NGSP値）、 HbAlc(JDS値）、尿糖、尿蛋白、ヘマトクリット値、血色素量、赤血球数、

貧血検査、心電図、眼底検査、メタボリックシンドローム判定、保健指導レベル、医師

の診断（判定）、健康診断を実施した医師の氏名、服薬1（血圧）、服薬確認者（血圧）、

服薬2（血糖）、服薬確認者（血糖）、服薬3（脂質）、服薬確認者（脂質）、既往歴1（脳

血管）、既往歴2（心血管）、既往歴3（腎不全・人工透析）、貧血、喫煙、 20歳からの

体重変化、 30分以上の運動習慣歩行又は身体活動、歩行速度、 1年間の体重変化、

咀哨、食べ方 l（早食い等）、食べ方2（就寝前）、食べ方3（夜食／間食）、食べ方3（間

食）、食習慣、飲酒、飲酒量、睡眠、生活習慣の改善、保健指導の希望、情報提供、

初回面接、健診実施保険者、受診券整理番号、利用券発行保険者、利用券整理番

号

②特定健診対象者データ

・受診券データ

保険者番号、ファイル通番、レコード通番、郵便番号、住所外字フラグ、住所1、住所2、

受診者氏名カナ、被保険者名漢字、被保険者名漢字外字フラグ、通称名使用フラグ、

通称名カナ、通称名漢字、通称名漢字外字フラグ、被保険者証記号、被保険者証番

号、個人番号、データ管理番号1、備考1、備考2、交付西暦年、交付年月日コード、

交付年月日元号、交付年月日、受診券整理番号、性別、性別名称、生年月日西暦年、

生年月日コード、生年月日元号、生年月日、年齢、有効期限西暦年、有効期限コード、

有効期限元号、有効期限、基本項目個別負担区分、基本項目個別負担額、基本項

目個別同時実施額、基本項目個別負担率、基本項目集団負担区分、基本項目集団

負担額、基本項目集団同時実施額、基本項目集団負担率、貧血個別負担区分、貧

血個別負担額、貧血個別同時実施額、貧血個別負担率、貧血集団負担区分、貧血

集団負担額、貧血集団同時実施額、貧血集団負担率、心電図個別負担区分、心電

図個別負担額、心電図個別同時実施額、心電図個別負担率、心電図集団負担区分、
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心電図集団負担額、心電図集団同時実施額、心電図集団負担率、眼底個別負担区

分、眼底個別負担額、眼底個別負担率、眼底集団負担区分、眼底集団負担額、眼底

集団負担率、生活機能チェック個別負担区分、生活機能チェック個別負担額、生活

機能チェック個別負担率、生活機能チェック集団負担区分、生活機能チェック集団負

担額、生活機能チェック集団負担率、生活機能検査個別負担区分、生活機能検査個

別負担額、生活機能検査個別負担率、生活機能検査集団負担区分、生活機能検査

集団負担額、生活機能検査集団負担率、追加項目個別負担区分、追加項目個別負

担額、追加項目個別負担率、追加項目集団負担区分、追加項目集団負担額、追加

項目集団負担率、人間ドック個別負担区分、人間ドック個別負担額、人間ドック個別

負担率、人間ドック個別上限額、人間ドック集団負担区分、人間ドック集団負担額、人

間ドック集団負担率、人間ドック集団上限額、公印区分、保険者所在地、住所漢字外

字フラグ、保険者電話番号、保険者名称、保険者名漢字外字フラグ、契約とりまとめ

機関名、支払代行機関番号、支払代行機関名、裁量区分、広域連合番号、市町村名、

再発行事由、国保組合区分、集合契約参加都道府県、血清クレアチニン個別負担区

分、血清クレアチニン個別負担額、血清クレアチニン個別負担率、血清クレアチニン

集団負担区分、血清クレアチニン集団負担額、血清クレアチニン集団負担率

(2)被保険者情報データ

・被保険者管理台娠

レコード種別、番号、被保険者証記号、被保険者証番号、介護保険被保険者番号

氏名、性別、年齢、生年月日、住所、当該年（健診受診有無）、 1年前（健診受診有

無）、 2年前（健診受診有無）、 3年前（健診受診有無）、 4年前（健診受診有無）、

当該年（医科受診有無）、 1年前（医科受診有無）、 2年前（医科受診有無）、 3年前（医

科受診有無）、 4年前（医科受診有無） 、当該年（介護認定有無）、 1年前（介護認

定有無）、 2年前（介護認定有無）、 3年前（介護認定有無）、 4年前（介護認定有無）、

国保取得年月日、国保喪失年月日、後期取得年月日、後期喪失年月日、介護資格

取得年月日、介護資格喪失年月日、当該年（歯科受診有無）、 1年前（歯科受診有

無）、 2年前（歯科受診有無）、 3年前（歯科受診有無）、 4年前（歯科受診有無）、 KDB

個人番号、国保個人番号＿員番、郵便番号、電話番号、地区統計用コード、国保保険

者番号、国保取得事由、各県国保取得事由、国保喪失事由、各県国保喪失事由、国

保変更年月日、国保変更事由、各県国保変更事由、国保続柄、国保退職本人コード、

国保世帯区分、国保世帯主区分、国保制度、国保住居地保険者番号、国保表示用

被保険者証番号、国保機械整理番号、国保世帯番号、国保代表保険者番号、後期

保険者番号、後期取得事由、後期喪失事由、介護保険者番号、介護異動年月日、介

護証記載保険者番号、介護異動区分コード、介護異動事由、最新要介護度、介護認

定有効期間開始、介護認定有効期間＿終了、介護住所地特例対象者区分コード、介
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護施設所在保険者番号、介護住所地特例適用開始年月日、介護住所地特例適用終

了年月日、健診データ管理番号1、異動年月

(3)レセプト電算コード情報データ

①医科レセプト

②調剤レセプト

③DPCレセプト

患者氏名、性別、生年月日、保険者番号、記号番号、傷病名、診療内容、診療年月

日、医療機関名、診療点数、診療実日数、摘要

(4) 印刷•発送関連データ

①宛名印字用データ

宛名番号、漢字氏名、カナ氏名、住所、方書、郵便番号、住民区分
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種別 対象年齢 実施方式 費用※ 備考

肺がん•結核検診 40歳～ 個別・集団 500円
R2から結核検診と肺

がん検診を統合

大腸がん検診 40歳～ 個別・集団
個別 700円

41歳は無料クーポン
集団 500円

胃がん検診
内視鏡との選択性

（エックス線）
50歳～（偶数） 集団 600円 R1から年齢変更

→従前は40歳～

胃がん検診
50歳～（偶数） 個別 2,000円

R1から実施

（内視鏡） ェックス線との選択性

子宮頸がん検診 20歳～ 個別•集団
個別900円

21歳は無料クーポン
集団 400円

個別

40歳～1,000円

乳がん検診
40歳～

個別・集団
50歳～700円

41歳は無料クーポン
（偶数・女性） 集団

40歳～700円

50歳～400円

前立腺がん検診 50歳～ 個別 400円

胃がんリスク検査 41 ・46歳 個別 500円 R1から 51歳を除外

25・30・35・40・ 
個別 500円、 800円

骨粗しょう症検診 45・50・55・60・ 個別・集団
集団 300円

65・70歳の女性

35~39歳

生活習慣病
40歳以上の各医

予防健康診査
療保険の被保険 個別・集団 500円

者・被扶養者に該

当しない方

8020歯っぴー検診 40・5.0・60・70歳
歯科医療

500円
機関のみ ＇ 

久留米市特定健康
40~70歳 個別・集団 無料

診査

※非課税世帯、生活保護世帯、中国残留邦人は無料
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【補足説明資料】

独立行政法人水資源機構からの求めに応じた農地台帳上の情報の提供について

諮問機関：農業委員会事務局

①水資源機構が実施する次期事業の公益性について

平成 10年に完成した筑後川下流用水事業において整備され、現在、機構が管理をしてい

る高圧ポンプ、高圧受電設備及び主要導水管の故障が頻発している状況であり、機器等の交

換が急務である。また、これらの施設が現在の耐霞化基準を満たしていないため、施設の耐

震化についても急務であり、次期事業は、これらの施設の改修及び耐震化を目的としている。

次期事業の元となる筑後川下流用水事業は、農業の近代化及び農業経営の合理化を目的

とした、大規模な用排水系統の再編成、淡水取水の合理化及び用水不足の解消のための事業

であり、当該事業の目的を達するためには、現行施設の改修及び耐震化が不可欠であって、

次期事業は公益l生の高い事業である。

なお、次期事業は、国営直轄事業と同様、国による事業評価及び審査を経て決定され、実

施されるものである。

②農地所有者、賃借人及び耕作者の住所情報の必要性について

次期事業を実施するためには、事業計画を

国に提出し、国による事業評価及び審査を受

けなければならない。機構によれば、その際、

事業の受益地面積及び受益者の正確な数値並

びにそれらの根拠を示さなければならないと

のことである。事業の受益者とは、土地改良

法第3条により土地改良事業の資格を有する

者（以下「3条資格者」という。）のことをい

い、具体的には右に示したとおりである。

3条資格者の数を把握するにあたり、一人

で複数の土地を持つ者もおり、かつ、同姓同

名の者がいることも想定されるため、機構と

しては、氏名だけでなく、併せて住所を確認

、することにより名寄せを行い、正確な人数を

特定しようとしている。そのため、農地の所

有者等の住所が不可欠である。

r• 、... a.. ．-•:ァ-亨ーマ•-ヘ・ 9・ • ••-べに •Lで．｀．．．，．．
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•土地改良施設（かんがい排水施設、典菜

用道路等）の新設、更新、管理等
，区画整理｛土地の区画形質の変更 いわ

ゆる「ほ場整備II}染J)

l 
・災宙復1日

・交換分合

豆一三三—.--•--:--．-----|
事業参加資格者り・し．．＂・ • ・ •-· • 9K . --A4．，し99. •...^- •、 a •-• 9• ← ・* • 9t」-

区分 事菜参加資格者

自 所有者

典
作
地 （＝耕作者）

用
原則．使用収益権者

地 ,jヽ． （＝耕作者）
作 （例外：股菜委員会の承認が
地 あった場合は所有者とすること
が可能）

機構に提供した農地所有者等の住所は、 3条資格者数の確認のみに利用されるものであ

り、事業計画書及び関連資料に個人情報を記載することはなく、事業認定後、機構が定める

内部指針に従い、削除されることとなっている。



前回の審議会において、機構が3条資格者に次期事業の説明をするために農地所有者等

の住所が必要であり、また、機構に提供した個人情報は令和14年度中に削除されると説明

したが、あらためて機構に確認したとこる、上述のとおりであったため、お詫びのうえ訂正

いたしたい。なお、機構による説明というのは、 3条資格者全員に対して説明するのではな

く、 3条資格者の属する土地改良区の承認を得るために、土地改良区総代会時に説明を行う

ということであった。

③本人通知を省略することの適否について

元来、筑後川下流用水事業というのは、国営の土地改良事業であり、その実施にあたり受

益者の同意を要しない市町村特別申請事業により施行されたものである。本人通知を行っ

た場合、事業内容に関する多数の問合わせや様々な意見・要望等が生じる可能性があり、円

滑な事業の実施に支障が生じるおそれがある。そのため、本人通知を省略することとしたい。

なお、次期事業への地元の理解については、前述のとおり、土地改良区総代会での説明と同

意をもって図るとのことである。

（参考）土地改良法

第三条 土地改良事業に参加する資格を有する者は、その事業の施行に係る地域内にある

土地についての次の各号のいずれかに該当する者とする。

ー 農用地であって所有権に基づき耕作又は養畜の業務の目的に供されるものについて

は、その所有者

二 農用地であって所有権以外の権原に基づき耕作又は養畜の業務の目的に供されるも

のについては、政令で定めるところにより、農業委員会（農業委員会等に関する法律（昭

和二十六年法律第八十八号）第三条第一項ただし書又は第五項の規定により農業委員

会を置かない市町村にあっては、市町村長。以下同じ。）に対しその所有者から当該土

地改良事業に参加すべき旨の申出があり、かつ、その申出が相当であって農業委員会が

これを承認した場合にあっては、その所有者、その他の場合にあっては、その農用地に

つき当該権原に基づき耕作又は養畜の業務を営む者

三 農用地以外の土地であって所有権に基づき使用及び収益の目的に供されるものにつ

いては、その所有者

四 農用地以外の土地であって所有権以外の権原に基づき使用及び収益の目的に供され

るものについては、その権原に基づき使用及び収益をする者が、政令で定めるところに

より、その所有者の同意を得て農業委員会に対し当該土地改良事業に参加すべき旨を

申し出た場合にあっては、その者、その他の場合にあっては、その所有者

2~8項（略）
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2)農委第 26 3 9号

令和 3年 3月 10日

久留米市情報公開・個人情報保護審議会会艮 様

,···-··:--••一・· --~‘̀ 
1, ．9,  9 、;

久留米市）農業委員会 i、:』、I' , I 
•、..，.,,,.

会長笠幸夫 ・{,:9. 
1 ・ ＇ 』， ・ヽ
..,..、

•. • • 9 : ・ 

1.”: !.．・ ・..  
1,・ .: 

、-•-- ・.---．＂●● ・・-～こ'

諮 問 書

久留米市個人惜報保謹条例第24条の規定により、下記のことについて貨審議会の意見を求めま

す。

記

独立行政法人水資源機構からの求めに応じた股地台帳上の情報の提供について

2
 

1 ／農地台板上の俯報のうち、農地所有者、 1農地に設定された貨借権等の権利者及び耕作者の住

所を外部提供することの公益上の必要性の有無（条例第9条第3項第4号）及び当該外部提供

に係る本人通知の省略の適否（条例第9条第4項ただし枇）について

／農業委員会が保有するI提地台帳上の情報をオンライン結合等（磁気記録媒体）により提供す

ることの公益上の必要性及び個人の権利利益の侵害の有無（条例第 10条第 1項第2号）につ

いて
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【諮問案件】

独立行政法人水資源機構からの求めに応じた農地台帳上の情報の提供について

1 農地台帳上の情報のうち、農地所有者、農地に設定された賃借権等の権利者及び

耕作者の住所を外部提供することの公益上の必要性の有無（条例第9条第3項第4

号）及び当該外部提供に係る本人通知の省略の適否（条例第9条第4項ただし書）

について

2 農業委員会が保有する農地台帳上の情報をオンライン結合等（磁気記録媒体）に

•より提供することの公益上の必要性及び個人の権利利益の侵害の有無（条例第 1 0 
条第 1項第2号）について

諮問機関：農業委員会事務局

1 業務概要

今般、久留米市農業委員会は、独立行政法人水資源機構（以下「機構Jという。） （※ 

1)から、筑後川下流用水地区の次期事業(※ 2) に向けた調査に必要であるとして、

久留米市農業委員会が作成・保有する農地台帳上の情報の提供を求められている（資料

1)。

機構としては、次期事業として、機構が管理する施設の老朽化対策及び地震対策を検

討しており、その事業計画を作成するに当たって、受益地面積及び土地改良法第3条に

規定する土地改良事業の資格を有する者を正確に把握しなければならず、そのためには

農地台帳上の情報が必要であるとのことである。

提供を求められている農地台帳とは、農地法の規定により農業委員会に対して作成が

義務付けられているものであり（農地法第52条の2。資料2)、久留米市農業委員会で

は、全国農業委員会システムを用いて、約9万7千筆の農地情報並びに付随する所有者、

賃借人等の権利者及び耕作者の情報を保有、管理している。その主な記録事項としては、

農地の所在、地番、地目、面積並びに所有者、賃借人等の権利者及び耕作者の氏名及び

住所等である。

土地台帳上の情報のうち、農地の所有者、賃借人等の権利者及び耕作者の住所を除く

情報については、農地法により一般に公開することが求められていることから（農地法

第52条の 3。資料2及び資料3)、これらの情報の外部提供については、久留米市個

人情報保護条例第9条第3項第2号を根拠に行う。

今回、法令により公開することが求められていない、農地所有者、賃借人等の権利者

及び耕作者の住所情報を外部提供することについて、公益上の必要性の有無をお諮りす

るものである。

また、農地台帳上の情報を機構に提供するに当たっては、迅速かつ正確に提供する必

要性から磁気媒体による提供を想定しているため、このことについて、併せてオンライ

ン結合等の承認を求めるものである。

※1 独立行政法人水資源機構：水資源開発促進法の規定による水資源開発基本計画に基

づいて、水資源の開発又は利用のための施設の改築等及び水資源開発施設等の管理等を

行うことにより、産業の発展及び人口の集中に伴い用水を必要とする地域に対して、水

の安定的な供給の確保を図ることを目的とする事業主体である。
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※2 筑後川下流用水事業：福岡県及び佐賀県にまたがる筑後川下流地区においては、か

つて、農林水産省が、農業の近代化及び農業経営の合理化を図ることを目的とした国営

の土地改良事業として、約34;800haの農地を対象に、大規模な用排水系統の再

編成、淡水取水の合理化及び用水不足の解消のための事業が行われた。

昭和56年 10月に農林水産省から当時の水資源開発公団（現独立行政法人水資源機

構）に事業が承継され、平成 10年3月に完成した。平成 10年4月から管理業務が開

始されて現在に至っている。当該事業は一度完成されているが、今回、機構が次期事業

の検討を行うために調査を行おうとしているものである。

2 提供する個人情報

・農地台帳上の情報（資料3)

・対象地域（町名等にて表示）

梅満町、津福今町、津福本町、野伏間、西町、荒木町、安武町、大善寺町、城島町、

三瀦町

・対象筆数約 30,000筆

・対象者数約 8, 000人

3'外部提供を行うことの公益上の必要性（条例第9条第3項第4号）及び当該外部提供

に係る本人通知省略の適否（条例第9条第4項ただし書）について

（1)公益上の必要性に、ついて（条例第9条第3項第4号）

機構が検討している次期事業は、水路等の施設の老朽化の対応や、大規模地震への対

策を行うことであり、地域一帯の震災時の被害を最小限にとどめるためには、次期事業

に向けての検討を行うことが必要不可欠である。

そして、機構が、その所有する水路の老朽化対策及び耐震化を行った場合、水路系統

を同じくし、土地改良区が保有する水路へも影響が出るため、次期事業に向けて機構か

ら土地改良区に説明を行う必要がある。

そのためには、機構において、受益地の土地情報及び土地改良法第3条に規定する資
格を有する者（土地改良区の組合員）の情報が不可欠であり、外部提供をすることにつ

いて公益上の必要性がある。

(2)本人通知を省略することの適否について（条例第9条第4項ただし書），

通知を要する対象者数が膨大であり、事務処理に相当の負担が生じると考えられるこ

とから、本人通知を省略することとしたい。

4 オンライン結合等（磁気記録媒体による提供）の公益上の必要性について（条例第
1 0条第1項第2号）

関係農地の筆数及び関係者数が多く、紙媒体により情報提供を行った場合、機構にお

いて保有する情報システムに入力する際に誤入力が多数発生する可能性がある。また、

前述のとおり、農地台帳上の情報はシステムにより管理しているため、当該データを紙

媒体に落とし込む作業及び提供後、機構によりシステムに入力する作業に多大な時間を

要し、機構による迅速な調査検討に支障が生じる。

5
 



以上から、磁気媒体により情報提供を行うことについて公益上の必要性がある。

5 個人の権利利益を侵害するおそれについて（条例第10条第1項第2号）

情報提供に際しては、パスワードを設定したエクセルデータをCD-Rに記録し、農

業委員会事務局職員が機構の事務所に持参することで、情報提供を行う。

個人情報の取扱いについては、機構と協定を締結し、次の条件を付する。

(I)個人情報を取り扱う上での秘密の保持
(2)個人情報の複写及び複製の禁止 等
また、提供された個人情報は、インターネットに接続されていないパソコンに保存し

た上で、パソコン本体にも物理的な盗難防止措置を施すことで、情報漏洩を防止する。

CD-Rについては、データを読み込んだ後、農業委員会事務局職員が引き取ることと

なっており、また、読み込んだデータは、事業計画が施行される令和4年度から 10年

間の保存期限があるため；令和 14年度中に削除する予定となっている。 ： 

上記のように、個人情報の取扱いについて万全を期しており、当該オンライン結合等

が個人の権利利益を侵害するおそれはないと考える。

J
 

( ヽ
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資料1

筑下用第 6 5 号
， 

令和3年 1月20日

久留米市農業委員会会長

笠幸夫殿

独立行政法人水資源機構

筑後川下流総合管理所長 北村

言
甑
佐
‘
}

言ニ
個
炉
間
’
↓
達

筑後川下流用水地区次期事業に向けた調査の実施に係る資料の提供について（依頼）

日頃より水資源機構営事業に特段の御高配を頂き、ありがとうございます。

当管理所では、筑後川下流用水地区の次期事業に向けて、受益面積、三条資格者、現境、経

済効果等に係る調査を実施しています。

これらの調査にあたり、黄役所が保有されるデータ等の資料が不可欠でありますので、下記

項目の資料について降供をお願い申し上げます。

なお、提供頂きました個人情報に関しては、適正に取り扱い目的外には使用しないことを申

し添えます。

記

1.必要資料（提供形式）、対象範囲

別紙①、②のとおり

2 使用目的

受益面菰三条資格者、経済効果算定及び環境配應の基礎資料照理等のため

3.提供期限

令和 3年 2月末を目安にご協力願います。
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別紙①

必要資料（提供形式）一覧

資料名 （提供形式） 内 容

農地基本台帳データ (Excel形式） ・一式、必要項目は〈参考〉による。

オルソ画像データ ー式

し 【土地情報】
市町名、大字、字、地番、登記地目、登記地積、

地図情報 (Shape形式） 現況関地係者目情、現報況地積、農振法区分名称
所【 】、
有者（氏名、住所）

経営所得安定対策等交付金に係る営農計画書データ
5 カ年分ー式 (H27~~1)

(Excel形式）

認定農業者名簿 (Excel形式） ー式

人・農地プラン (E_xcel形式） ー式

田園環境別整備マスタープラン
最新時点「旧町 となっている場合は）関係町別、以下同じ」

（電子データ又は紙ベース ． 
農業振興デ地ー域タ整備計紙画ベ書ー 最新時点
（電子 又は ス）

水田フル活用ビジョン
最新時点

, （電子データ又は紙ベース）

農業経営基盤の強化の促ー進スに関する基本的な構想
最新時点

（電子データ又は紙べ ） 

酪農・肉T-、ト-用・牛生産近代化計画書 最新時点
（電子 夕又は紙ベース） ， 

~ •‘ 

そ（の他 平成 19年4月～平成31年3月までの転用届（または
電子データ又は紙ベース） 転用筆が分かる資料）

・※電子データは、「Excel、Word、一太郎、 PDF、Doou伽rks」のいずれかの形式にてお願いします。
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別紙②

・対象範囲一覧

、、都市名 ．，町村名
.. " ．． 

大宇名
．曹~． .. 

久留米市 荒木町 荒木 ＇ 
久留米市 荒木町 今

久留米市 荒木町 下荒木

久留米市 荒木町 白口

久留米市 梅潰町

久留米市 城島町 青木島

久留米市 城島町 芦塚

久留米市 城島町 浮島

久留米市 城島町 内野

久留米市 城島町 ．江島

久留米市 城島町 江上

久留米市 城島町 江上上

久留米市 城島町 江上本

久留米市 城島町 大依

久留米市 ＇ 城島町 上青木

久留米市 城島町 下青木

久留米市 城島町 下田

久留米市 城島町 城島．

久留米市 城島町 四郎丸

久留米市 城島町 楢津

久留米市 城島町 酉青木

久留米市 城島町 浜

久留米市 城島町 原中牟田

久留米市 城島町 六町原

久留米市 大善寺大橋

久留米市 大善寺町 黒田

久留米市 大善寺町 中津

久留米市 大善寺町 朦吉

久留米市 大善寺町 官本

久留米市 大善寺町． 夜明

久留米市 大善寺南

久留米市 津福今町

久留米市 津福本町・

久留米市 西町

久留米市 野伏間 I 

久留米市 一瀦町 生岩

久留米市 一瀦町 壱町原

久留米市 三瀦町 清松

久留米市 ＝瀦町 草垢

久留米市 三瀦町 高＝瀦

久留米市 ＝瀦町 田）11

久留米市 ＝瀦町 玉満

久留米市・ 一瀦町 ， 西牟田

久留米市 ＝瀦町 早津崎

久留米市 ＝瀦町 原田

久留米市 一瀦町 福光

久留米市 安武町 住吉

久留米市 安武町 武島

久留米市 ．安武町 安武本

，
 



面

■農地法
（農地台帳の作成）

第五十二条の二 農業委員会は、その所掌事務を的確に行うため、前条の規定による農

地に関する情報の整理の一環として、一筆の農地ごとに次に掲げる事項を記録した農地

台帳を作成するものとする。

その農地の所有者の氏名又は名称及び住所

一 その農地の所在、地番、地目及び面積

＝ その農地に地上権、永小作権、質権、使用貸借による権利、賃借権又はその他の使用
及び収益を目的とする権利が設定されている場合にあっては、これらの権利の種類及

び存続 ＂り並びにこれらの権利を有する者の氏名又は名称及び住所並びに借賃等（第

四十三条第二項において読み替えて準用する第三十九条第一項の裁定において定めら

れた補償金を含む。）の額

四 その他農林水産省令で定める事項

（農地台帳及び農地に関する地図の公表）

第五十二条の三 農業委員会は、農地に関する情報の活用の促進を図るため、第五十二

条の規定による農地に関する情報の提供の一環として、農地台帳に記録された事項（公

表 ることにより個人の権利利益を害するものその他の公表することが適当でないも

のとして農林水 省令で定めるものを除く。）をインターネヽ、卜の利用その他の方法に

より公表するものとする。

2 • 3 （略）

■農地法施行規則
（農地台帳の記録事項）

第百一条 法第五十二条の二第一項第四号の農林水産省令で定める事項は、次に掲げる

事項とする。

ー その農地の耕作者の氏名又は名称及びその者の整理番号

ー その農地に使用貸借による権利、賃借権又はその他の使用及び収益を目的とする権

利が設定されている場合にあっては、当該権利が次のいずれに該当するかの別

イ 法第三条第一項の許可を受けて設定又は移転されたもの

口 農業経営基盤強化促進法第十九条の規定による公告があった農用地利用集積計画

の定めるところによって設定又は移転されたもの

ハ 特定農地貸付けに関する農地法等の特例に関する法律第三条第三項の承認に係る

特定農地貸付けによって設定又は移転されたもの

一 ィからハまでに掲げるもの以外のもの
三～六略

七 その農地について農地中間管理機構が農地中間管理権を有する場合には、その旨及

び当該典地についての賃借権又は使用貸借による権利の設定又は移転の状況

10 

• 



ヽ

（公表することが適当でない事項等）

第百四条 法第五十二条の三第一項の農林水産省令で定める事項は、次の各号に掲げる区

分に応じ、それぞれ当該各号に定める事項とする。

― 市街化区域内にある農地 全ての事項
ー 前号に掲げる農地以外の農地 法第五十二条の二第一項第一号及び第三号に規定する

者の住所並びに同号に規定する借賃等の額並びに第百一条第二号、第六号及び第八号に

掲げる事項

2 法第五十二条の三第一項の規定による公表は、次に掲げる方法により行うものとする。

ー 公表すべき事項を記載した書面を市町村の事務所に備え置き、公衆の閲覧に供するこ

上
ー 公表すべき事項（法第五十二条の二第一項第一号及び第三号に規定する者の氏名又は

名称並びに第百一条第一号に規定する者の氏名又は名称を除く。）をインターネヽ、卜の利

用その他の方法により提供すること。

11 



ヽ

（独）水資源機構から求められている事項と法令との関連性

（独）水棄源機構より 農地法における情報の公開

提供を求められた事項 インター 士地
（外部提供該当） 窓口

改良区
，県

ネット

ヽ

農地の所在、、地番、地目及び面積

゜゜゜゜
賃借権等の種類・存続期間

゜゜゜゜
農振法・都市計画法等の区域区分

゜゜ ゜農地中間管理機構が借りている農地か

゜•どうか ゜゜゜
所有者の氏名・名称

゜゜゜
所有者の住所

゜゜
賃借人等の氏名・名称

゜゜゜
賃借人等の住所

゜゜
耕作者の氏名・名称

゜゜゜
耕作者の住所

゜゜

12 



久留米市長大久保 勉様

3答申第4号

令和3年4月日

久留米市情報公開・個人情報保護審議会

会長 吉岡マサヨ

答申書

令和3年4月l2日付け3情政第14 6号による諮問事項について、下記のとおり答申

する。

記、

1 諮問事項

A I-OCR及びRPAの導入対象業務において、申請書等に記載された個人情報を民

問事業者が設置・管理するAI-OCRサーバとオンライン結合等を行うことの公益上の

必要性及び個人の権利利益の侵害の有無（条例第10条第1項第2号）について

【総務部梢報政策課】

2 審議会の意見

A I-OCR及びRPAの導入対象業務において、申請書等に記載された個人情報を民

間事業者が設置・管理するAI-OCRサーバとオンライン結合等を行うことについては、

公益上の必要性があり、個人の権利利益を侵害するおそれはない。

なお、 AI-OCRサーバヘ提供された情報は、送信後5日でサーバ内から削除される

とのことであるが、 5日間保存する合理的な理由がない限り、随時即時に削除する運用

を行う等、個人情報の安全の確保に努めることを付言する。

3 承認日

令和3年4月20日





【諮問案件】

A I-OCR及びRPAを導入予定の業務において、申請書等に記載された個人情報を民間

事業者が設置・管理するAI-OCRサーバとオンライン結合を行うことの公益上の必要性及

び個人の権利利益の侵害の有無（条例第10条第1項第2号）について

諮問機関：総務部情報政策課

1業務概要

人口減少・少子高齢化社会の進展や市民ニーズの多様化などに伴い、歳入の減少及び業務量

の増加に伴う歳出の増加が見込まれ、行財政を取り巻く環境は今後さらに厳しくなっていくこ

とが想定される。そのような中、市民生活に必要な行政サービスについて、持続的に、かつ質

の高いものを提供し続けるためには、•JCT技術を活用して定型業務を自動化・省力化し、効

果的で効率的な行政運営を実現する必要がある。

令和2年12月に、国において閣議決定された「デジタル・ガバメント実行計画」において

も、「AIやRPAなどのデジタル技術は地方公共団体の業務を改善する有力なツールであり、

限られた経営資源の中で持続可能な行政サーピスを提供し続けていくために今後秘極的に活用

すべきものであるJと示されている。

ところで、本市では、庁内の様々な業務において、紙帳票を元にしたシステムヘの手入カ・

登録作業を行っており、当該作業に多くの労力とコストを費やしているという現状がある。そ

こで、 JCT技術を活用して、システムヘの入カ・登録作業を自動化し、業務効率化を図りた

いと考えている。具体的には、試行利用において効果が見込まれた次の 14業務（各業務の概

要は、別紙資料1のとおり）について、 AI-OCR(※1)及びRPA(※2)を尊入するこ

ととしたい。

《Al-OCR及びRPA導入予定業務》

市税口座振替登録業務

市税督促状の公示送達業務

亘I国民健康保険料口座振替登録業務
後期高齢者医療口座振替登録業務

直精神節害者手帳申請・進達入力業務

1圃〖自立支援医療（精神通院医療）再認定申請·進達入力業務
8 生活保護費支給にかかる収入申告書収受業務

譴児童手当•特例給付入力業務
暉雇用実態調査集計業務

譴住宅使用料にかかる収入申告書入力業務

璽［選挙時における投開票従事者等選任事務

り璽選挙従事者の債権者登録処理

詞個人演説会会場使用料等の支出命令書起票処理

市民文化部税収納推進課

健康福祉部健康保険課

健康福祉部 障害者福祉課

健康福祉部生活支援第 1 課•第 2 課

子ども未来部 家庭子ども相談課

商工観光労働部企業誘致推進課

都市建設部住宅政策課

選挙管理委員会事務局



※1 A I-OCR：紙文書をスキャナーにかけた後、文字情報に変換する「光学文字認識機

能 (OCR）」にAI （人工知能）を活用し、印字された文字だけでなく、手書き文字で

も誤変換が少なく、高い認識精度でデータ化できる技術

※2 RPA:普段人が行う定型的なパソコン操作をソフトウェアが代替して自動化するも

の
A I-OCR及びRPAの導入による業務の自動化のイメージは、下記「AI-OCR及びR

PAの導入イメージ」のとおりである。

通常、紙で提出された申請書等については、人の手でシステムヘ入カ・登録する必要がある。

Al-OCR及びRPAを導入した場合、申請書等をスキャナーでPDFデータに変換後、業者

が保有するAI-OCRサーバに送信（オンライン結合）し、文字データに変換する。この文字

データを元に、 RPAを活用し、システムヘの入カ・登録作業を自動化する。

今回、この一連の流れの中で必要となるAI-OCRサーバヘのデータ送信について、オンラ

イン結合の承認を求めるものである。

《Al-OCR及びRPAの導入イメージ（業務の自動化）》

■■[『』し＇一 ■■馴：j1開［一
l＿一 申碑受付 --J 

ロニにー．ー」

A 人によるi肖農 システム検索

| - _＿弗詰蜘 I 
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出典：総務省「自治体における RPA導入のすすめ」(2021年1月発行）
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2 公益上の必要性について（条例第10条第1項第2号）

A I-OCR及びRPAの導入により、次の効果を見込んでいる。

(1)定量的効果

自動化による業務処理時間の削減効果（見込） 年間1, 2 3 9時間

(2)定性的効果

・入カミスの軽減、正確性の向上

・定型業務以外の業務への職員のシフトとそれによる住民サービスの向J::

・定型作業や誤りの許されない作業の負担軽減

•特定の職員にかかっていた業務負荷の分散化

・時間外勤務の削減

A I-OCRを導入するためには、申請書等に記載された個人情報を含む情報をオンライン結

合等によりAI-OCRサーバヘ提供する必要があり、当該オンライン結合には公益上の必要性

がある。

なお、 AI-OCRサービスの利用に当たっては、利用約款により、サービス提供業者に対し、

個人情報の取扱いに関する義務（目的外利用禁止、第三者への提供禁止、漏洩等の防止その他

の安全管理措置義務、従業者に当該義務を遵守させる義務）が課されている。

3個人の権利利益を侵害するおそれについて（条例第10条第1項第2号）

(1) ネットワークの安全性について

庁内情報系システムとAI-OCRサーバとは、専用回線に接続されており、外部のイン

ターネット環境とは切り離されたLGWAN(※3)環境下にある。

※3 LGWAN:自治体間等の情報のやり取りのために特別につくられた行政専用のネッ

トワーク。情報はインターネットから切り離された閉域ネットワークでのやり取りとな、

り、一定のセキュリティを設けているため、通常のインターネットとは比較にならない

程のセキュリティが確保されている。

(2) システムの安全性について

A I-OCRサーバヘ送信された申請書PDFデータは、送信後5日でサーバ内から完全に

削除される。また、 AI-OCRサーバ設置・管理業者においては、セキュリティ対策として

ネットワークペネトレーションテスト(※4)の実施、ファイアウォール(※ 5) によるア

クセス制御、 WAF(※6)によるセキュリティ強化、 I PS.(※7) による不正アクセス

の検知等の措置が講じられている。

※4 ネットワークペネトレーションテスト：実際に既知の技術を用いてシステムヘの侵入

を試みることで、システムに脆弱性がないかどうかをテストする手法のこと。

※ 5 ファイアウォール：ネットワーク保護のため、外部からの攻撃を阻止し、及び内部か

らの望まない通信を防ぐシステム



喩
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※6 WAF:ファイアウォールの一種で、従来のファイアウォールでは防げないウェブア

プリケーションに対する不正な攻撃を防御するためのシステム

※7 IP S :不正侵入防御システムのことで、不正なアクセスを検知し、通信を遮断する

役割を担う。

(3)物理的な安全性について

A I-OCRサーバ保有・管理業者においては、物理的な安全管理措置として、 AI-OC 

Rサーバを保管しているデータセンターヘの入館者は最小限とし、入館の際はプロジェクト

リーダーと責任者の承諾を得る等の措置が講じられている。

また、 AI-OCRサーバを格納するラックは施錠し、鍵を使用できる者を制限した上で、

＇作業状況を常時監視カメラで記録することとしている。

(4)補足

令和2年11月4日付2答申第7号により、 AI-OCRの導入に伴うオンライン結合に

ついて承認をいただいた介護保険認定申請情報の登録業務においては、すでに同システムを

利用した本番運用を開始しているが、現時点でトラブル等は発生していない。

4 提供する個人情報の内容

添付資料（帳票様式）に記載された個人情報（個人番号を除く。）

5実施時期（個人情報利用期間）

令和3年6月以降、対象業務ごとに順次本番巡用を開始する。


